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（1）点検の実施方針 

① 法定点検 

 本市は建築主事を置く特定行政庁であり、市営住宅は建築基準法第 12 条第２項及び第４

項の法定点検の対象となっている。 

 安全・予防保全の観点から、引き続き建築基準法に基づく適切な点検を実施する。 

 

② 年に一度程度の点検の実施 

 法定点検のほかに、外観からの目視により容易に確認することが可能な部位等について、

年に一度程度の点検を行う。 

 点検の方法・内容、記録（チェックリスト）は、公営住宅等日常点検マニュアル（平成

28（2016）年８月 国土交通省住宅局住宅総合整備課）を参考とする。 

 修繕・維持管理の的確な実施や、次回の点検に役立てることを目的に、点検の記録（チ

ェックリスト）を蓄積・一元管理する。 

 

＜留意点＞ 

 外構・自転車置場等、法定点検の点検項目にはないが、公営住宅等の適切な維持管理の

ために状況を把握することが必要な対象については、日常点検において点検を行う。 

 入居者がいる状況で住宅内部に立ち入り、定期点検や日常点検を実施することは困難で

あるため、入居者が専用的に使用する共用部分（バルコニー等）や専用部分のうち入居

者の安全性に係る部位・部品等（台所・浴室のガスホース等）については、入退去時に

点検を実施し、その点検記録を蓄積する。（なおガス設備については、入居者にガスを

安全に使用してもらうために、ガス事業法に基づき事業者が実施する「ガス設備定期保

安点検」（４年に１回以上）がある。） 

 昇降機については、「昇降機の適切な維持管理に関する指針」「エレベーター保守・点

検業務標準契約書」（平成 28(2016)年２月 国土交通省住宅局建築指導課）等を参考に、

点検を実施する。 



5. 市営住宅の点検、計画修繕、改善事業等の実施方針 

37 

（2）計画修繕の実施方針 

① 計画修繕の対象と実施方針 

 計画修繕の検討対象は、全ての市営住宅とする。 

 計画修繕の具体的な対象や時期・内容等は、全公共施設を対象とした保全・改修計画（来

年度、策定予定）を踏まえて検討する。 

 計画修繕の検討にあたっては、定期点検・日常点検の記録、「公営住宅等長寿命化計画
※ 

 

策定指針（改定）」に示された修繕周期表等を参考とする。 

 次期の修繕に活かすことができるよう、修繕履歴（主要な部位・部材の修繕の仕様と内

容、実施時期等）を整理、一元管理する。 

 

② 効率的・効果的な計画修繕の実施に向けて 

 例えば計画修繕とその他の改善事業の実施時期が近い場合は、工事実施時期を調整し両

工事をあわせて実施するなど、効果的・効率的な維持管理の実施に努める。 

 

■ 公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）の修繕項目別の修繕費乗率を用いた計画期間中の

修繕の目安※ 

 

 

 

 

 

 

 

※費用は過去の主な建設工事費と公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）の修繕項目別

の修繕費乗率を用いて試算した修繕費の目安であり、実際に行う修繕内容や建設物価の

動向等によって変わるものである。 

北町第一住宅 H19 45,898 千円／10年
桜堤住宅 H21 107,105 千円／10年
関前住宅 S46 2,649 千円／10年
北町第二住宅1号棟 S51 37,786 千円／10年
北町第二住宅２号棟 S52 25,539 千円／10年
合計 218,977 千円／10年

21,898 千円／年

合計
建設
年度
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■修繕周期表（公営住宅等長寿命化計画策定指針（改訂）（平成 28 年８月国土交通省住宅局住宅総合整備課）） 


